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日百 司

経済発展に関して，アジア・アフリカ等の発展途上国の現状に目を向ける

と，いまだ低水準の状態であるのはよく知られた事実である.Nelson [1956] 

は，その低水準について，たとえ投資が実行されたとしても，人口が投資と同

率でより急速に増加すれば 1人当たりの所得は増加せず，経済も成長しないと

述べ，それら発展途上国は，いわゆる低水準均衡の畏 (low-level equi-

ribrium trap）に捕らわれていると指摘している．低水準均衡の畏から抜け出

すために， Rosenstein-Rodan[1943] Nurkse [1953], Hirschman [1961], 

Murphy, Shleifer and Vishny [1989］等多くの研究者は経済成長の足がかり

(big push）として工業化の重要性を述べている.Myint [1980, p. 212］は『経

済開発を成功させるためには公共部門と私的部門の両部門において企業家およ

び管理者の一般的不足があり，多くの開発途上国が貯蓄の不足よりはむしろ熟
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練と知識の不足によって制約を受けており，そのために生産的投資に資本を吸

収する組織構造の能力が限られていることが現在ますます認識されつつある.j 

と述べている．

Azariadis and Drazen [1990］は， Nelson[1956］による人口圧力に起因す

る低水準均衡の良の代わりに人的資本を導入し，離散型による動学システムを

使って低開発の畏（underdevelopmenttrap）を説明しているが， Arrow

[1962] ,Lucas口988］とは異なり，訓練技術を人的資本として取り扱ってい

る.1

そこでは人的資本としての訓練教育へ個人の時間が投下されても，ある程度

労働の質が低い経済は低開発の畏に捕らわれた安定的な定常状態となるが，あ

る経済状態のもとで一旦訓練教育に個人の時間が投下されれば，サドル経路に

沿ってあるより高い経済発展段階の定常状態に経済は収束すると指摘してい

る．この場合，この経済は訓練教育へ個人の時間が投下さえされれば低開発の

良から逃れられることになる．本稿では， Azariadisand Drazen [1990］のモ

デルをもとに，彼らの訓練技術に学習効果関数と損失関数を組み込ませて，訓

練技術へ個人の時間が投下された場合の定常状態の動学的安定性を検討し，彼

らが指摘した低開発の民から逃れる条件が一概に言えないことを明らかにし，

さらにここで導入した条件のもとでの低開発の畏からの離脱条件を検討するこ

とにする．

以下，第2節で基本モデルを設定し，第3節で訓練技術に学習効果関数を導

入した場合（ケース 1)とケース 1に損失関数を追加した場合（ケース 2）の定

常状態の安定性を比較・検討し，第4節で Azariadisand Drazen [1990］の

結果と本稿の結果を検討し低開発の民に関する若干の政策的インプリケー

ションを考察することにする．

l訓練技術に関して， Lim[1994,p. 839］は NIESの経済成長の背景には一般教育とは

別に職業訓練や技術訓練が生産量の成長の源泉であることを強調している．また人的発

展に関しては， Aturupane,Glewwe and Isenman[1994］や Streeten[1994］が述べてい

るように生産の結果（humanitariansの考え方）あるいは生産手段（human-resource
developerの考え方）の 2つのカテゴリーがあるが，本論文では後者を重要視してい

る．
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2 基本モデル

ここで使用されるモデルは Azariadisand Drazen [1990］の拡張モデルで，

Diamond [1965］による 1部門オーバーラッピング・ジェネレーシンズの資本

蓄積モデルに基づいている．

2.1 モデルの設定

本モデルでは，人口は一定（つまり人口成長率はゼロ）とする．各個人は 2期

間生存し，各世代は Gtはt時点に生まれ， t期を若い個人， t+l期で年配の個

人， t+2時点で死亡すると考える．世代Goを特別な世代とし， t=l時点で年

配の個人として生まれ， t=2時点で死亡する．すべての個人は同ーの労働およ

び訓練能力と信用市場のアクセスをもっている．各個人は若いときと年配のと

き1単位の余暇がそれぞれ賦与され，市場活動にその余暇を労働サービスとし

て供給する．また t期に若者は貯蓄を行い， t+l期にそれを消費する．ここで

貯蓄を Stで表す.t世代の個人の消費ベクトルはct=cc:.cDとする．世代Go

は資本k1>0と消費c；が与えられている.t世代の個人の効用関数を u(Ct）で

表し，この関数はホモセティックとする．また全ての個人は同一の選好をもつ

ものと仮定する．

生産は企業によって実行され， t期の生産は t-1期の資本と t期の労働サー

ビスを使用して次の (1）で与えられた収穫一定の技術で生産し，その生産物を

販売し，要素報酬を支払うことによって事業を終了させる．資本は完全にその

期で減耗し，最大利潤はゼロとなる．

Yt=F(Kt, Nt). ーノ
唱
’
A〆，‘、

ここで， Ktはt期の期首での資本， Ntはt期の期首での効率単位の労働， Yi

はt期の生産物とする． また生産関数Fの限界生産物はプラス （FK>O,FN> 

0）とし，一次同次の凹関数とする．

すべての個人は共通の人的資本としての訓練技術にアクセスできるものとす
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る．この技術は若いときに投入した時間でその後の労働の質を改善させ，知識，

熟練や健康資本ストックを高め，労働者が年配となったとき l単位当たりのよ

り高い労働サービスを可能とさせる技術である．特に t十1での労働を供給す

る年配の個人iの労働の効率単位での労働量は，

x!+1=xth（τ；，xt) (2) 

で， τ；E(0, 1)は正規の教育，訓練，健康維持などの労働の質に t時点で個人i

によって投資された時間の割合であり，残りの1-r：は労働市場に供給する個

人iの若いときの時間の割合の賦存である．ぬはすべての世代Gtによって受け

継がれる労働サービスの質であり，具体的には， t期の若い個人と年配の個人

の平均の労働の質を表しており，若い個人に賦与されている単位時間当たりの

労働サービスの効率単位の数を表し，能力に関しては同一的個人を仮定してい

るので個人iの添字は無視できる. t時点のすべての若い個人は 1に等しい時

間と Xtに等しい労働サービスの質という初期賦存で開始する．

関数hに関して本稿では， Azariadisand Drazen [1990］が想定したものを

変更し，ケース 1として以下の図 1に示された学習効果関数を，ケース 2とし

てケース 1に以下の図2に示された損失関数を導入した場合の 2つのケースの

hを扱う．

〔ケース 1〕

h（τ，χt) = 1 +rCxi）ゆ（τ）．

〔ケース 2〕

h（τ，xt) = 1 +r(xt）ゆ（τ）－ゆ（τ）．

(3) 

(4) 



学習効果関数：ゆ（τt)

ゆ仕）

φの

τ 

図1
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φ’（τ）＞O. 

ττE (0, r）のときφグ＞O,

ττεCr. O）のときグ＜O,

φ（0) =O. 

1単位の時間の中から τの割合が訓練等に投じられると，最初のうちは学習

効果が身につかないが，その後効果は急速に増加するがそを超えると次第にそ

の増加率は逓減するものとする．

損失関数：ゆ（τt)

φ’（τ） <O, ¢" Cτ）＞O，。（0)=O. 

図2



-64- 経済論究第 91 号

損失関数は，訓練に時間が投入されるとき，かなりの費用が発生し，その後

その費用は逓減するものとし，その費用を時間のマイナスで労働の質に転化さ

れるものと仮定する．なお，損失関数の形状および性質は事前に個人には所与

でなく，結果として発生すると予想されるものとする．

Tは人的資本に関する私的収益で，ェの増加関数とする.xについてのTの依

存状態は現行の訓練の能力に既存の人的資本がどのように影響を与えているか

を述べている2. つまり，それは個人のインセンテイブが経済状態に追従し，労

働の質が低いときよりも高いときの方がインセンテイブが強いことを意味して

いる．

以上述べてきたことを図3に示しておくことにしよう．最後に，定常状態は

この経済に付随する状態変数が一定で成長するような状態として定義する．

G,-2 

G,-1 

G, 

Gt+I 

t-1 

Xt-l 

Stー1一一下一→kt

(1一句ー1)x，ー1CR,-1)

t t叶1

Xe 

WtXt h+Rt-1St-1=C~-, 

t+l 

St一一十一→kt+1

(1ーτ"t)Xt Rt 

(1－τ）w1x1=C{+st 
Y1=Ci +c~-1+s1 

=(2-r1)Wぷ1+R1-1St-l

Y1=F(K1, N1) 

=FKKt+FNNt 

注： Xt+1＝幼（τt,x,) I =R1-1K1+(2－τ1)w尚
:.K,=St-1 

Xe+l 

Wt+1x,h+Rts,=Ct 

(1－τ）Xt+I 

図3 t期を中心とする OverlappingGenerations Model 

t叶2

2 Azariadis and Drazen[l990］による人的資本に関する私的収益については，
Psacharopoulos [1985］によって提示された私的収益が 1つの目安と考えられる．
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2.2 競争均衡条件

さて以上の準備のもとで，各主体の競争均衡条件を求めることにしよう．

個人の効用最大化は以下の式で表される．

mαX. u (C'), 

s.t. cf +s,= (l-r,)w,xt, 

c:=Rtst＋卸川x/i(rt,xム

ここで， Wtはt期の賃金所得， Rtはt期の貸与に関する収益である．このとき

の一階の条件は，

δu(Cう
一一ご一一＝－u1+Rtu2=0,。＇St

(5) 

8u(Ct) 
ーコ一一＝一Wt為的＋wt+1xthτ（1:t,xt)u2=0 (6) 

。ち

である．ここで， ui＝δu/8Cj,j=l,2である．これらより結局，貯蓄関数（7）と

貸付に関する収益（8）を得ることができる．

st=s[Rt, (l-rt)wtxt，卸t+Ixth（ち，xt)], 

Rt＝笠辻！...h1:(1:t,Xt).
Wt 

(7) 

(8) 

なお，若いときと年配のときの消費は共に強い意味での正常財および粗代替

財と仮定し，貯蓄関数は第l，第2独立変数の増加関数で，第3独立変数の減少

関数となる．

労働市場に関して，効率単位の労働供給Ntは以下の式で与えられ，労働は 1

に基準化されていることを考慮すれば，

N,=(l一τ）x,+xt (9) 

となる．右辺の 2つの項は若い個人（労働者）と年配の個人（労働者）各々に

よる質的に調整された労働供給である．

企業の利潤最大化条件を求めると，いま利潤関数は，
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1lt=F(Kt, Nt)-wtNt-Rt-1Kt (10) 

で，一階の条件，生産関数の一次同次生およびオイラーの定理を利用すれば，

Rtー1＝／’ （kt),

Wt= f(kt)-kf' (kt) 

(11) 

(12) 

を得る．ここで， kt=Kt!Nt,!(kt)= Yt!Ntである．

さて以上の各主体の最大化条件から，この経済における動学的均衡条件が満

足しなければならない市場清算条件を求めることにしよう．

財市場の均衡条件として，マクロ的には貯蓄と投資は等しいから，（7）より，

Kt+1=s[R,, (1－τt)Wぷt,Wt+1Xt+ 1h （τt, Xt)J (13) 

となり，効率単位で表すと，

Nt+1kt+1=s[Rt, (1-rt)W戸t，卸t+1Xt+1hCrt,Xt)J (14) 

となる．ここで以上述べてきたことを式でまとめてみると以下のようになる．

「
l
l
」、、，ノゲA匂

f
s＼
 

あ叫＋
 

戸＋
 

ω
 

戸初、、，ノ勾唱
－
、
．

a
a
h

リ

’

／

K

‘・
t

、

ノ

q

n

v

x

t

1

・h

b

4

1

’
・
t

－

R
・
’

r

h

c
・
2

J

1

1

j

k

z

f

A

1

L

7

 

出

川

ト

、

ω
九

匂

川
伏
似
ト
［
山
一
叫
，

m

k

f

p

C
引

一

一

一

什

一

一

一

一

一

一

一

一

寸

町
内

D
叫

叫

M

R
．
ル

(15) 

(16) 

(17) 

(18) 

(19) 

(20) 

未知変数は Nr.Nt+i. kt, kt+1, Rti，τt, Wt, Wt+ 1, Xt+ 1，の 9個である．いま

卸 tーI，τt-1,Xt, Rtー1が先決とすると， (16）からkt (17）から Wt,(15）から Nt,

(18）からむ，（20）から勾＋1が決まる．また， (17）および (16）と (19）の関

係からkt+lが一意に決まり，（16）から R,,(17）から Wt+I,(15）から Nt+1が求

まる．
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2.3 ケース 1のときの競争均衡条件

ここではケース 1のときの競争均衡条件を求めることにしよう．

(3), (18), (20）を使って，

Ne+1 = (2-re+Dxt[l +rCxt）φ（勾）］

が得られ， (15), (16), (21)を使うと，

(2一τt+1)Xt[l十rCχt）φ（τt)Jkt+I

=s [f' (kt+i)，初戸tCl一句），初t+1Xt[l+rCxt）ゆ（τt)JJ

-67-

(21) 

(22) 

を得る．ここで効用関数のホモセティック性を利用すれば，貯蓄関数は所得プ

ロフィールの一次同次，つまり第2，第3独立変数の一次同次がいえるえした

がって，（22）の両辺を均［1+rCxt）俳句）］で割ると，

「 (1ーも）wt l 
(2-rt+I)k川＝slf'(k川） i i I 

L: ’1 +r(xt）＜／＞（ち）’初仲
(23) 

を得る．したがって，ケース 1のときの競争均衡条件は以下を満足する（τbkt) 

の流列である．

w(k川 ）r(xt）ザ（rt)
=w(kt) 

f’（kt+I) i 

(24) 

「 (1ーも）ω l 
(2一τt+1)k川 ＝slf’（kt1) E I 

L ’l+r匂t）φ（rt）’ t+l」・
(25) 

2.4 ケース 2のときの競争均衡条件

ケース 1の（24）と（25）に相当するケース 2の競争均衡条件は以下を満足

au（αct)=u（αC＼， αα）． 

αct1＝α（1－τt)W尚 一αSt・
αct1＝αRtSt＋αWt+tXthCτb Xt). 
u（αct)=u［，α(1-rt)WtXt一αSt,αRtSt＋αWt+IXthCτtXt)J.
δu（αct) 
一一了一一＝u1（－α）+u2（αR,)=O 。＇St
ui/u2=R，・
したがってR，はαとは独立している。ゆえに， αs,=s[Rt,α(1－τ，）w,x，，αWt+JXthCτt,Xt) J. 
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する（τbkt）の流列である．

w(kt+l) [r(xt）φ’（rt）－ゆ’（τt)J 
=w(kt). 

f’（kt+1) t 

「 (1ーァ）伊 l 
(2-rt+i)kt「 s［！＇仇t+1),1 ＋γωム〕二<h（τλ ，ω削－

3 低開発の畏

(26) 

(27) 

ここでは Azariadisand Drazen [1990］が考察した低開発の民に関して，

人的資本としての訓練技術のケース 1とケース 2を導入してさらなる考察を展

開することにしよう．まず各ケースの検討に入る前に，彼らが展開した訓練技

術へのインセンテイブ条件を考慮した各ケースの条件は以下の通りである．

〔ケース 1〕

(2), (3）と（24）から以下の式が得られる．

九ミ 守山t）ザ（弔），百＞Oのとき等号が成立

与＝l+r(xt）ゅω

〔ケース 2〕

(2), (4）と（26）から以下の式が得られる．

(28) 

(29) 

Rtウ・ [r(xt)<P’（巧〉イ刷， W のとき等号が成立 (30) 

主土！...＝l+r(xt）ゆ（rt)-¢(rt). (31) 
xt 

(29）と（31）は人的資本蓄積の技術であり，（28）と（30）は物的資本に関

する収益が人的資本に関する収益と等しいかどうかである．もし人的資本投資

が発生するならば，それら収益が等しいということになる．さてこれから各

ケースを検討することにしよう．
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3.1 ケース 1のときの訓練教育

3.1.1τ＊＝Oのとき
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Azariadis and Drazen [1990］では，ある有限期後（t）三Tに対して， τt=Oの

経済は訓練技術均衡経路がなく，低開発の畏としての流列（0,kt）が言及され

ている．この理由として，彼らの hは1+r Cxt) 7:tであり， qでこれを偏微分す

ると γCxt）となって， hτ はぬのみに依存する．これはねという経済状態によっ

て私的人的収益が決定されるため， Xt次第で教育訓練が行われるかどうかの意

思決定がなされる．したがって， Rt=Cwt+〆Wt)rCxt）ならばτt>Oとなって訓練

教育への投資が行われ，経済は定常状態（τ＊＇ k＊）に収束し， Rt>(Wt＋〆Wt)r

Cxt）ならばτt=Oとなって，貯蓄のみが行われるという意思決定がなされ，彼ら

が指摘した低開発の民という定常状態（0,k＊）に陥ることになる．

しかしながら，今回のケース lの場合は，んが（28）のように匂にも依存し

て決定され， Rt=Cwt+il卸t)rCxt）φ’（7:t）となるように個人はτt>Oを選択できる

ことになる． いま， h.（τbXt）＝γCxt）ゆ’ （7:t）であるから Azariadisand Drazen 

[1990］のん（τbXt) =rCxt）と比較すると図4のようになる． 

h, 

r 
． 

τ7 τ； lτ  

図4

いま， r＊を訓練教育が行われるときの定常状態とすれば，戸以下であれば
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Azariadis and Drazenの場合は訓練教育投資が行われない． しかしながら，

ケース 1の場合は，個人がむを調整できるため， τfとτFとτ＊＝O（これは最初

から全く τtが投入されなければ， この場合も定常状態となる4））の 3点が定常

状態となる．以下では低開発の民に捕らわれない 2つの定常状態（τ＊>O）がど

のような局所的な性質をもつかを検討することにしよう．

3.1.2τ＊＞Oのとき

ここでは訓練投資が行われるケースを扱うことにしよう．このときの均衡は

(24), (25), (29）を満足する（τt,kt）の流列である．ここで差分方程式体系（24)

と（25）に関して，定常状態（τ＊， k＊）近傍での安定性を検討することにしよう．

まず定常状態近傍の（24）と（25）を次のように線型化することにしよう．

k川＝／（τ＊，k*) +!Jc・ (kt-k*) +!. • (rt－τ＊）． 
1:"t+i=g（τ＊， k*) +gk. (kt-k*) +gτ・（巧一τ＊）．

(32) 

(33) 

ここで， kt+1= JC rt, kt），τt+l =g（τb kt), dkt＋〆＇dkt=!k（τ＊， k*), dkt＋〆dτt=fτ（τ＊，

k*), d1:"t+1/dkt=gk（げ，k*),dτt+〆gτ（τ＊， k＊）である．これを行列表示すると，

寸

1
1
1
1
1
1
1」

＊

ドk

f

 

t

一f
k

z‘
 

「
1
1
1
1
1
L

寸
I
l
l
i－－

兵
仏

五
島

「
I
l
l
1し

＋
 

「
l
I
l
l
i
－－」

、‘，ノ、、，
J

＊

＊

 

k

k

 

＊

＊

 
ττ 

〆s
、、〆，、、

f
g
 

「
t
1
1
1
1」

一一

寸

alt－
－

l
J

’i
！
L
 

什

州

’
κ
z
．
 

「
I
l
l
l
L

(34) 

となる．ここでこの差分方程式系の定常状態近傍の安定性を検討するためにヤ

コビ行列の係数を求めると以下を得る．

ん k*f'(k*) 
』＝ ...く1,
応 J(k帯）

p ゆ’（τ＊）！’（k*)w(k*)
J1: φ’（τ＊）！グ （k*)J(k＊） ’

gk＝ら・（2ー♂）（1-r＊をγ（が）
く0,

応 s・［l+r¢（τ平）］

gーも・w(k*)[l＋γφ（τ＊）＋沖’（τ＊）(1－τ＊〉］
k*[1+r，ゆ（τ＊）］2

(35) 

(36) 

(37) 

(38) 

4ケース 1でτt=Oのときのrの一意性と安定性は Azariadisand Drazen[1990］と
まったく同じ手法で証明できるのでここでは省略する
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ここで， Sy=8s/8Wtである．また， s=(2－τ＊）k＊という関係式が（25）から得

られることに注意しておこう．以上でヤコビ行列の各係数が求まった．ここで

簡便のため，生産関数と学習効果関数を特定化することにしよう．

i) 生産関数：コブ＝ダグラス型生産関数

Y=Kα1L1－αOくαく1

y=f(k)=kα，k=K/L, 

f’（k）＝αka-l, J" (k) ＝α（α－l)kα－z, w(k) = (1－α）kα， 

kf' (k) f’（k)W(k) I 
一一一一＝α ＝α(1一α）ka-1• 
J(k） ’ f(k) 

邑） 学習効果関数

τE(O, 't）に対して，φ（τ）＝τ2，φ’（τ）＝2τ＞O，¢＂《τ）＝2>0.

τE ( 't, 1）に対して，φ（τ）＝ατ2+b，φ’（τ）＝ατーす／2>0，グ（τ）＝－aτ一言／4く0.

ここでα＞O,0くbく1.

これよりヤコビ行列のトレース Tと行列式Dを求める．固有値（,1）とト

レース Tおよび行列式Dとの聞には以下のような関係があることに注意して

計算を進めていくことにする．

J=Iん t.I 
I Yk Y. I 

T＝ん＋g.←→T＝λ1＋λ2・

D = fkg.-J.gk←→D＝λ1・.'.12・

(1) トレース Tを求める．

T=Jk+g. 

_k*f’（k*) I Sy・w(k*)[1 ＋γゆ（τ本）＋rゆ’（τ＊）(1一τ＊）］
J(k＊） ’ k*[l +rゆ（τ本）]2 

τεco' 't）のとき

Syk＊α(1一α）[l+rτ＊2+2rτ＊Cl一τ＊）］
T＝α＋ 

k*[l +rτ牢2]2 

(39) 

(40) 

(41) 
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いま， Oくαく1およびι＞Oであるから， T>Oは成立する．そこで T>2の条件

を調べてみよう．

Syk＊α(1一α）［l+rτ＊2+2rτ＊(1－τ＊）］ '-2ーα
’－  k牢［l+rτ＊2]2 / 1－α 

(42) 

令

Sy[l +rτ＊2+2rτ牢 (1－τ＊）］ k判， 2－α
[l+rτ＊2]2 k* / 1－α 

(43) 

令

1－α ふk*a C。
一一一一・一ιτ一.-+>1. 
2－αk申 Ct

いまここで，

C1=l+rτ＊2, C2=l+rτ＊2+2rτ＊(1－τ＊） 

である．したがって， T>2の必要条件は(1－α）syk*a/(2－α）k＊かっCiC｝が十

分大きければよい．

τE(r,1)のとき

Suk＊α(1一α）［α7τ勺十rb＋αTτ＊ーす(1-r本）／2]
T＝α＋’ 1 ・

k*[l＋α7τ＊2 +rbJ2 
(44) 

τE(O, r）のときと同じように T>Oは成立するから T>2を調べると，

sy(l一α）［1＋αTτ勺 ＋rb＋αTτ＊ーす(l-r*)/2] k*a 2－α 
・~＞一一一 (45) 

[1＋αTτ＊τ＋rbJ2 k・ 1－α
令

1－α s .. k*a E。
一一一・一ιτ一・一÷＞1
2 －αk中 E~

(46) 

ここで，

E1=l＋αTτ＊τ＋rb, E2=l＋α7τ寸＋rb＋αTτ＊一÷(1ーτ＊）ノ2一一一

とする． したがって， T>2の必要条件は(1一α）syk＊ゲ（2－α）k＊かっE2/Eiが

十分大きければよい．
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(2）行列式Dを求める

D＝んg,-fr:Yk,

k*f' (k牢） Su・w(k*)[1 +r，ゆ（τ＊）＋r，ゆ’（τ牢）（1－τ＊）］
fkgニ.y 

ιτ J(k牢） k*[l +r，ゆ（τ牢）J 2 

グ（τ＊）！＇(k本）w(k本） sy(l－τ＊） 
J,gk= 

ι ゆI（τ＊）J(k*) 1 ＋γゆ（τ＊）．

-73ー

τ＊E(O, r）のとき

Dα(1ーα）k＊αS 「l+rτ＊2+2rτ＊(1－τ＊）
＝＝＝－・ 1

k* L (l+rτ＊2)2 

寸
1
1
1
1
1
4

一、、，ノ
一＊

＊
一

τ

寸
一
勺

1
一
α
牢

τ
 令

D＝α（1－批判ち「C2＿土台
k* Le；τ＊c1」

したがって， C2/C1>Cl－げ）／げならば， D>Oは成立し，逆のときはDくO

(47) 

が成立する．

τ＊E(r' 1)のとき

D－α(1ーα）k九「 1＋α作＊τ＋rb＋α打＊す(l-r*)/2

k* L (1 ＋αTτ＊ +rb)2 

1＋τ本「

＋ ‘冒

令

D－α（1－α）k何%「E2I 1－τ牢 1
k本 LE~ ’2τ＊E1J 

(48) 

(49) 

このとき D>Oはかならず成立し， D>Iの必要条件は， α(1－α）syk判 ／k牢か

っE2/E~ と 1 －♂／2♂E1が十分大きければよい．

(3）以下Azariadis[1993, p65-66］に基づいて，安定性の検討を行うことに

しよう．固有値（え）はトレース Tと行列式Dの聞には以下のような関係があ

ることに注意して検討を行うことにする．
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P（え）ニ（え－Xi)0. -A.2) ＝λ2_ 01 +A2)A ＋λ1A2 

＝え2-n+D

P(l) =l一T+D, P(-l)=l+T+D. 

P(l）のケース

τE(O, r）のとき

｜史 fα「(1－α）C空 α(1－τ＊） 1 I 
P(l)ニ (1-a）・11－止す一｜ 型 i + "' 11・ 

I k・L Ct τ不C1 」｜

(50) 

(51) 

いま， (1一α）C2/C1とα(1-r＊）／げは Oより大であるから， P(l）くOのときは

Syk＊α／k＊が十分大きければ， P(l)>OのときはSyk＊α／k本が十分小さければよ

τ巴Cr,1)のとき

P(l) = (1一山－~·「 (1 －α）E2 ー α(1プ）］｜
｜ κ・ L E~ 2r"'E1 」｜

(52) 

いま， (1－α）EdαE1 > (1-r*) /2げE1で、かっSyk＊α／k＊が大きいときはP(l)く0,

(1－α）EdαE1く(1－げ）／2げかっちがα／k＊が大きいときはP(l)>Oは成立す

る．

P(-1）のケース

τE(O，そ）のとき

史 k＊α10＋α）C2 (1－τ＊） I 
P(-1)=1＋α＋(l一α）・ L 「 l 11 z 一＂＇~ I κー I Ct τ革 C1 I 

(53) 

いま， (l＋α）C:?/C1> (1－τ＊）／τ＊ならばP(-1)>0,(l＋α）C2/C1く(1－τ＊）／τ＊

でかつらがα／k＊が大きければP（ー1)くOが成立する．

τ巴Cr,1）のとき

P(-1) >Oが常に成立している．
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(4）安定性の領域の決定5

• Case-1 : P(l) >O, P( -1) >O；源点

τ巴（0''t）のとき

Syk判 ／k＊が小さく，かっ(1＋α）CiC1>Cl－♂）／τ＊が必要条件．

Region-4: Tくー2,D>O 

T>Oはつねに成立するから，この Regionはありえない．

Region-7: TE (-1, 1), DE (-2, 2) 

-75-

Tは(1－α）syk牢a/(2－α）k牢が小さく， Dはα(1－α）CiC1>Cl－τ牢）／τ＊かっ

ちfα／k本が小さいときに成立する．

Region-8: T>2, D>O 

Tは(1－α）syk*a/(2－α）k牢が十分に大きく， Dはα(1一α）CiC1>Clー♂）／τ＊

のとき成立する．

τE(r,1)のとき

Syk＊α／k＊が大きくかっ(1－α）EiαE1く(l-r*)/2τ牢が必要条件．

Region-4: Tく－2,D>O 

T>Oは常に成立するから，この Regionはありえない．

Region-7: TE(-2, 2),DE(-1, 1) 

T は (1 一α）syk ＊α／k ＊ が小さくかっEiE~が大きく， D はα(1ーα）syk判 ／k牢が小

さいときに成立するからこの Regionの可能性は少ない．

Region-8: T>2, D>O 

T は(1一α）syk*a/ (2 一α）k ＊ が十分に大きくかっEiE~が大きいときに， D は常

に成立するからこの Regionの可能性は少ない．

• Case-2 (Region 3) : P(l) >O, P( -1）く0；サドル

τE(O，そ）のとき

P(l) >Oはちk＊α／k＊が小さいとき， P(-1）は(1＋α）CiC1<(1一τ＊）／τ牢かつ

らk判 ／k＊が大きいとき成立するから，この可能性はすくない．

τE(r,1)のとき

5以下で述べる RegionはAzariadis[1993, p65］を参照のこと．
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P(-1) >Oはつねに成立するからこの Regionはありえない．

・Case-3(Region 1) : P(l）くO,P（一1)>O；サドル

τ巴（0''t）のとき

Syk＊α／k＊が大きく，かつ(1＋α）CiC1> (1-r＊）／τ本のとき成立する．

τE ( 't, 1）のとき

(1－α）E〆αE1>Cl一τ勺／2r＊でかつSyk本α／k＊が大きいとき成立する．

・Case-4(Region 2) : P(l）くO,P(-1)く0；源点

τE(O, r）のとき

Syk＊α／k本が大きく，かつ(1＋α）CiC1く(1－τ勺／τ本のとき成立する．

τE(r,1)のとき

P(-1) >Oが常に成立するからこの Regionはありえない．

(5）ケース 1のときの訓練教育の検討

それでは，定常状態における安定性がどのような状況であるかを検討するこ

とにしよう．まず、Syk＊α／k＊が十分に小さい（大きい）ということはがが大きく

（小さく），またSyが小さい（大きい）ときである．このとき αはある適切な値

（極端な値でない，例えばゼロや 1に近くない値）をとればよい．またCdC1>

（く）(1－げ）／げであることは訓練教育へ時間が投入された場合，その労働の

質に転化される私的収益の変化量が大きく（小さく），かつげが大きい（小さ

い）ときである．これと同じく， (1－α）EiαE1>Cく）(1－τ勺／2τ＊であること

も，訓練教育へ時間が投入された場合，その労働の質に転化された私的収益の

変化量が大きく（小さく）かつげが大きく（小さく）， αが小さい（大きい）場

合である．このことを考慮して，これまで述べてきた安定性の検討を表 1に示

すことにしよう．

発展途上国は通常九 αが小さく τも小さい（つまり，図4のτ？に相当する）

と仮定すれば， r:*E(0, 't)の状態にあると考えられる． しかしながら，第 1期

自の収益に対する貯蓄の増加量（8s／δ卸）は不明瞭なのでとりあえず保留にし
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安定性の領域 範囲 Sy k* τ ＊ 私的収益の変化量

Region 7 τ＊ε（0, i) 大 大 大

（源点） τ＊ E(r, 1) 大
Region 8 τ＊ε（0, r) 大 大 大

（源点） τ＊E (r, 1) 大

Region 1 τ＊εco. r) 大 大 大
（サドル） r* E(r, 1) 大 大 大
Region 2 τ＊εco. r) 大
（源点〉

表 1

ておくと，表 1から，ここで想定した発展途上国の定常状態は Case-4 

(Region 2）が該当することになる． したがってげ＞Oであっても定常状態が

Case-4 (Region 2）を満足するパラメータおよび変数であれば，不安定であ

り，たとえ訓練教育に時間が投入されても，定常状態からはずれればτ＝0に向

かつて収束する可能性がある．

またτ＊εCr,1）であれば（つまり，図4のτt) , Case-3 (Region 1)に該当

し，サドル経路にそって達成される定常状態ということが考えられる．以上か

ら，発展途上国（つまりτE(O,r））が低開発の畏に陥らないための条件を列挙

すると， サドル経路をたどるのはkが小さい場合， 十分な訓練教育投資が必要

で，かつらも十分に高い状態が必要であることがいえる．

3.2 ケース 2のときの訓練教育

3.2.1 τ牢ニOのとき

ケース 2の場合も hτが（30）のように τtに依存して決定され，

Rt＝（卸川！wt)[r(xt）ゆF匂）－ゆ’（巧〉］であるから図4と同じような図を描くと，

図5のようになる．

ただしケース 1と異なるのは Azariadisand Drazen [1990］において訓練

教育が行われる人的資本の私的収益を戸とすれば，その大きさによって，

ケース 2の定常状態の範囲が異なることであろう．たとえばもし 2つのプラス

の定常状態が存在しfが小さければ， τの範囲はケース lと同じようにfの両

端に位置するかもしれないし，げが大きければ2つの定常状態はその右側（つ
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h, 

図5

まり訓練投資が高い）に位置するかもしれない．また、 τ。以下の訓練投資時間

であれば，その経済は直ちにげ＝Oとなる. r*=oのときの安定性の検討は

ケース 1とまったく同じ手続きで行えるので省略し，以下では2つの定常状態

がどのような局所的性質を持っかを検討することにしよう．

3.2.2τ＊＞Oのとき

このときの均衡は（26), (27), (31)を満足する（τt,kt）の流列である．以

下ケース lと同じように差分方程式体系（26）と（27）に関して定常状態近傍

で安定性の検討をするために，（26）と（27）を線型化すると，以下のようなヤ

コビ行列の係数を得る．

ん－ k*f' (k*) -
I一 、
k f(k*) .... , 

,. ゆグ（τ本）－rグ（τ本） f' (k*)w(k牢）
’ー

打ゆ’（τ＊）－rゆ’（τ＊） !" (k*)J(k＊） ’ 

gk＝ら・（2-r*)(1：：；：τ＊）k*t;' (k*) 
I,. ＝く0,
応 s・［l+r，ゆ（τ草）－ゆ（τ草）］

g = Sy• w(k牢）［1＋γゆ（τ＊）ーゆ（τ＊）＋(1－τ＊）［γゆ’（τ＊）ーゆ（τ＊）］］

k*[l+y，ゆ（τ＊）一世（τ牢）J 2 

(54) 

(55) 

(56) 

(57) 
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ここでケース 1と同様に生産関数，学習効果関数および損失関数を特定化す

ることにするが，生産関数と学習効果関数はケース lのものをそのまま適用

し，損失関数を以下のように特定化しよう．

( i）損失関数

ゆ（τt）＝土－m, 0くmく1,
τt 

2 
ゆ＇（τt）＝ーすくO，世代弔）＝寸＞O，ゆ（τt)=O （τt=Oのとき）．

τ τt  

以下，ケース 1と同様にヤコビ行列のトレース Tと行列 Dを求めることに

しよう．

(1) トレース T

τ＊E (0, r）のとき

(1－α）syk判 [l+rτ＊2-1/τ＋m+(I－τ勺［2rτ＊＋1/τ牢2]J 
T＝α＋・（58)

k* [I +rτ＊2-1/τ本十m]2

合

(1－α）s,,k*a H?. 
T＝α＋ ki!- • If[・ (59) 

ここで

H1=1十rr*2-I／τ＊＋m,H2=I+rτ＊2-1/τ＊1 +m+ (1-r*) (2rr* + 1／τ＊2) 

とする．

いまH2>0ならばT>O，花＞Oかっ（1－α）syk*a/k＊が十分に大きいならば

T>2，馬くOかっ（1－α）syk*a/k＊が十分に大きいならば TくOとなる．

τ＊εCr, 1)のとき

T＝α＋ 

(1－α）syk*a[I ＋α7τ寸＋rb-1/τ＊+m+ (1-r*) ［α打＊－÷／2+1／τ＊2]J 

が［1＋α打寸rb-1/τ＊＋m]2

令
(60) 
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(1－α）suk＊α12 
Tニ α＋ ψu ・－－－－－；；－・

k不 X
(61) 

ここで

λ＝l＋α7τ＊÷＋arb-1/τ＊＋m, 

ん＝l＋α7τ＊÷＋rbー 1/τ＊+m+ (1-r*) ［αTτ＊－＋12+ 1/τ料］

とする． いま h>Oならば T>O,h>Oかっ(1ーα）syk初比率が十分に大きいな

らば T>2,hくOかっ(1－α）syk判 ／k＊が十分に大きいならば TくOとなる．

(2）行列式D

τ＊ε（0, 't）のとき

Dα(1ーα）s百fα 「広
＝ ・ー

k* LH/ 

寸
l
i
l
t」

牢

一三
川

噌

E
A
一＋
A
T

f
、一
τ。一IT

－
－
料

3

一
τ

＊
一
市
t

τ
一ヮ“

仕
一
（

n
L

一
(62) 

ここで行列式Dの符号と大小関係を検討するために場合分けを行うことにし

よう．なお， Hi>O,HzくOの可能性はないので，これは検討しないことにする．

• Hi>O, Hz>Oのとき

7τ＊3く1ならばD>Oである．またこのときα(1一α）syk＊α／k＊が大きければDも

大きくなる.rτ牢3>1で、かつ高／H1>Cく）2(rr*3-l)(l-r*)/(2γτ＊4＋♂）なら

ばD＞（く）0である．この場合α（1－α）syk判 ／k＊が大きくなればDは大きく

（小さく）なる．

•Hiく 0, H2>0のとき

7τ＊3>1ならばD>Oである．またこのときα(1－α）syk＊α／k本が大きければDも

大きくなる.rτ＊3く1でかつ｜弓／H12I＞（く）l2Crτ＊3-1)(1-r*) / (2rτ＊4＋τ＊）Hi I 

ならばD＞（く）0である． この場合α(1－α）syk＊α／k＊が大きくなればDは大き

く（小さく）なる．

•Hiく 0, HzくOのとき

Tτ＊3>1かっ IHi高21＞（く）I 2Crτ判－1)(1-r*)/(2rτ＊4＋子）H1lならば Dく

(> )0である．またこのときα(1一α）syk*a/k＊が大きければDは小さく（大き

く）なる.rτ利く1ならばDくOである．
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τ＊E ( r, 1）のとき

Dα(1ーα）s11k＊αr12 . s＋αTτ＊f 5 1ーτ＊1
＝＝＝ ー ・ιI回目ーーーーーー－ C ・－ーー田－ 1・

k* Lfi.2 I 4τ本＋2arτ＊？ λ 」
(63) 

同様に行列式Dの符号と大小関係を検討するために場合分けを行うことにし

よう．なお， Ji>O,J2くOの可能性はないので，これは検討しないことにする．

• J1 >O, J2>0のとき

D>Oである．またこのときα(1一α：）syk＊α／k＊が大きければDも大きくなる．

• Jiく0,]2>0のとき

｜ん／112I> Cく）1(8＋α作＊f)(1-r*)/(4τ＊＋2arτ＊f) (l-r*)H1 IならばD >

（く）0である．またこのときα(1－α）syk＊α／k＊が大きくなればDは大きく（小

さく）なる．

• ]1く0,hくOのとき

DくOである．またこのときα(1ーα）syk＊α／k本が大きければDは小さくなる．

(3）ケース 1と同様な手続きで安定性の検討を行うことにしよう．

i) p(l）のケース

τ＊E(O, r）のとき

｜史 k＊α「《 2αCrτ＊3-1)(1－τ＊） 1 I 
p(l) = (1 一α） II －~1(1一α）二を＋ ド ｜｜ 

｜ κL  H1 (2rr*4＋τ＊）H1 j I (64) 

ここでp(I）の符号を場合分けして検討することにしよう．

•H1>0, H2>0のとき

Tτ牢3>1ならばSyk*a/k＊が十分に大きい（小さい）ときにρ(1）く（＞)0である．

7τ＊3く1でかつ ICI－α）HiαH;I> I 2(rr*3ー1)(1-r*) / (2rτ＊4＋τ＊）Hi Iで

Syk*a/k＊が十分に大きい（小さい）ときにρ（1）く（＞）OまたICI 一α）HiαH~ Iく

I 2Crτ＊3-1) (1－τ＊）／C2rτ料＋τ＊）H1Iならばρ(1)>Oである．

•H1く 0, H2>0のとき

7τ本3>1でかっ ICI－α）Hz/，αH; I> I 2(rr*3-1)(1-r*)/(2rτ＊4＋子）H1Iで
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Syk＊α／k＊が十分に大きい（小さい）ときに p(1）く（＞） Oである．また

1(1－α）Hi，αH12 iくI2Crτ＊3-1) (1－τ牢）／C2rτ料十τ＊）H1Iならばρ(1)>Oであ

る．つぎに7τ利く1でかっSyk＊α／k＊が十分に大きい（小さい）ときにp(l)く（＞）

Oである．

•H1く 0, H2くOのとき

Tτ＊3>1ならば ρ(1)> 0である. rτ＊ 3く 1 でかつ 1(1 －α）Hz/αH~I>

I 2Crτ利一1)(1－τ牢）／C2rτ料＋τ勺H1Iならば p(1) > 0である．また

1(1－α）Hz/αHi21くI2Crr*3-l)(l-r*)/(2rr*4＋τ＊）H1IでかつSyk＊α／k＊が十

分に大きい（小さい）ときにp(l）く（＞)0である．

τ＊εCr, 1)のとき

「s〆a「ん α（8＋α7τ本f) 1－τ＊ 1 l 
p(l) =(1－α）｜トーす一 ICl－α）・－－－－－；，一 5 ・一一－II・

Lκ一 L Jt 4τ＊＋2α7τ＊τ11 」」
同様にρ（ー1）の符号を検討するために場合分けを行うことにしよう．

•]i>0,]2>0 のとき

(65) 

(1－α）J内＇］／＞（ 8＋αrr*f)(1ーτ＊）／（4τ＊＋2αrr*f)J1でかっSyk*a/k＊が大き

（小さ）ければρ（1)く（＞)Oである．

• Jiく0,h>Oのとき

Syk*a/k＊が十分大き（小さ）ければp(l)く（＞)Oである．

• ]1く0,hくOのとき

J(l－α）JzlaJ; Iく1(8＋αTτ＊f)(1-r*)/(4r* +2arτ→）J1で、かっSyk＊α／k＊が大

き（小さ）ければp(l）く（＞)0である．逆にIClーα）f:内'l/1>1(8＋αT♂f)(l

－♂）／（4τ牢＋2arr*f)J1 Iならばp(l)>Oである．

証） P( -1)のケース

τ＊ε（0, r)のとき

(1一α）suk＊α 「 R
p（ート1＋α十 ki!- ・ICl＋α〉互2

2(rτ＊3-1) (1一τ＊） 1 
｜・（66)

(2rτ料＋♂）H1 」

同様にp(-1)の符号を場合分けして検討することにしよう．
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• H1>0, H2>0のとき

7τ＊3>1でかつ1(1＋α）（高／Hi2)1> I 2(rτ＊3-1) (1-r*) / (2rτ＊4＋♂）H1Iならば

ρ（－1) >Oである．また1(1＋α）（HiHi2)IくI2Crτ＊3-1) (1一τ＊）／C2rτ＊4＋τ＊）

H1IでかっSyk＊α／k＊が十分に大きいならばp(-1）くOである. rτ＊3く1ならばP

(-1) >Oである．

•H1く 0, H2>0のとき

7τ＊3>1ならばρ（一l)>Oである.rτ＊3く1でかつ1(1＋α）（Hz/Hf)IくI2Crτ＊3_ 

1) (1-r*)/(2rr*4＋♂）H1IでSyk＊α／k＊が十分に大きい（小さい）ときにρ（－1)

く（＞)0である． また1(1＋α）(Hi/H12) I> I 2(r♂3-1) (1-r*)/(2rτ＊4＋♂）H1I 

ならばP(-1)>Oである．

•H1く 0, H2くOのとき

7τ＊3>1でかつ ICl +a)C馬／H/)1>12（作＊3-1)(1-r*)/(2rτ＊4＋♂）Hi Iで

Syk＊α／k＊が十分に大きい（小さい）ときに ρ（一 1)く（＞)0である．また

1(1＋α）CH2/H12)IくI2(yr*3-1) (1-r*)/(2rτ＊4＋τ＊）H1Iならばp(-1)>0であ

る.rτ＊3く1でかっSyk＊α／k＊が十分に大きい（小さい）ならばρ（－1)く（＞）Oで

ある．

τ＊E( r, 1）のとき

「史uk*a「ん α（8＋α7τ＊f) 1ーτ＊1 l 
p( -1) = (1-a) 11 ＋止すー ICl一α）寸＋ 5 ・一一一・II・

Lκ 一 L Ii' 4τ＊＋2α7τ＊玄 λJ」
(67) 

同様にp(-1）の符号を検討するために場合分けを行うことにしよう．

• Ji >O, ]z>Oのとき

p(-1) >Oである．

• Jiく0,]z>Oのとき

1(1－α）］仰v"i21>1Cs＋αTτ＊f)(lーτ＊）／（4τ＊＋2arτ＊f）λ｜ならばρ（ー1)>Oで

ある．逆に 1(1－α）］z/a]/Iくl(S+arτ＊f)(1-r*)/(4r* +2arτ＊？）λ｜でかつ

S官k*a/k牢が大きい（小さい）ならばp(-1)く（＞)0である．

• ]1く0,JzくOのとき

S百k*a/k＊が大きい（小さい）ならばρ（ー1)く（＞)0である．
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(4）安定性の領域の決定

安定性の領域は，上で求められトレース T，行列式D,P(l)およびP(-1）の

結果から決定されなければならないが，ケース 1と比べるとそのステップはか

なり複雑である． しかしながら，その安定性の領域は，上で求めた結果を利用

し，ケース lと同じステップを行えば決定できるのでその最終結果を以下に述

べる検討結果とまとめて表2に示すだけにする．

(5）ケース 2のときの訓練教育の検討

それではケース 1と同様に，定常状態における安定性がどのような場合であ

るかを考察してみよう.Syk＊α／k＊およびαの大小の解釈はケース 1と同様であ

る．ここで， Hi,H2, Jiおよびlzについて考察してみよう.r*E(O, r）に関し

て， H1=l+rτ＊2-1/τ＊十mtま訓練技術への投資の収益であり， H1>lであるこ

とは訓練技術へ時間を投入すると収益が得られ，その結果，労働の質に改善が

みられ，逆にH1く1であれば訓練技術へ時間を投入しでも収益が得られず，労

働の質の改善に結び、つかないことを示している.H2=H1+Cl-r*)(2r♂＋1/ 

τ＊2）は訓練技への投資収益とその限界収益の要因をたしたものである．限界収

益の要因は常にプラスであるから， H1>lのときは常にH2>lとなる．このこ

とは， H1く1のとき H2がプラスになるためには，訓練技術への投資に対する限

界収益が大きくなければならないことを意味している．

τ＊E(r,1)に関して，λ＝l+arτ寸＋rb-1/τ＊＋mおよrJJ2＝λ＋(1-r＊）（α7

τ＊－f ;2+ 1/τ＊2）も各々 H1とH2と同じように解釈することができる．これらを

考慮すると， IHiH12l＞（く）I 2Crr*3-1) (1-r*)/(2rτ＊4＋τ＊）H1lとIJiJ12I> 

（く）1(8＋αTτ斗）(1－τ＊）／（4τ＊＋2α7τ＊f)J1Iの意味するところは，訓練時間に

時間が投入された場合，その労働の質に転化される変化量が大きく（小さく）

かっ時間の投入量が大きい（小さい）ということである．これらをまとめたも

のを表2に示すことにしよう．

さてここでケース 1と同様に発展途上国における定常状態の安定性を検討す

ることにしよう．前と同じように， k＊，αおよびげが小さく， r*E(O,r）の状
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範囲

τ＊εco. r) 

τ＊E(O，モ）

τ＊E(O，モ）

げ E(O，モ）

τ＊εCr, 1) 
τ＊ε（0，モ）

τ＊巴Cr,1) 

τ寧巴（0，モ）

τ本E(r,1) 

τ＊εCr, 1) 

安定性の領域

Region 4 

（源点）
Region 7 

（源点）

Region 8 
（源点）

Region 3 
（サドル）

Region 1 
（サドル〉

Region 2 
（源点〉

態にあると仮定すれば，表2から，発展途上国の定常状態は Case-3(Region 

ケース 2の場合，定常

1 

1：サドル）と Case-4(Region 2：源点）が該当する．

状態の特性を決定するのはHiH12の符号と大きさである.H2/Hi2くOでかっ

I Cl一α）Hi，αH;I> J 2(rτ＊3ー1)(1－♂）／（2rτ＊4＋♂）H1lであれば Region

（サドル〉が成立し， H2/Hi2くOで，その絶対値が小であれば， Region2 C源点）

が成立していることになる．

またτ＊E(r,1)の状態にあると仮定すれば，定常状態は Case-2(Region 3 

：サドル）と Case-3(Region l：サドル）が該当するが，いづれにしてもサド

ルである．

以上から，低開発の民に陥る可能性がある経済というのはH1く0,H2くoCつ

その収益に限界収益の要因をたしたものがマ

したがってケース 2では

まり訓練技術への投資の収益と，

イナス）で， HiHi2の値が小さいような経済である．
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発展途上国（つまりτE(O，りの状態）が低開発の畏から離脱する条件は， 7を

大きくすることであり，これにより，たとえr*E(O,r）の状態であっても，発

展途上国はサドル経路に沿ってあるより高い定常状態を達成できる可能性が残

されている．（ただし， αの値はゼロや 1に近い値でないことはケース lと同様

である．）

3.3 ケース 1とケース 2の比較および検討

ケース 1とケース 2の相違点はr*E(O，そ）での安定性の特性である．

τ＊E(r,l)ではk＊が小さくても，げが大きくかっ教育訓練による人的資本の

収益の変化量も大きくなって，サドル経路に沿って経済は安定状態に収束す

る．♂ε（0,i')に関して，ケース 1の場合は定常状態が源点のみであったが，

ケース 2の場合は，サドルと源点の 2つの可能性が生じた．この 2つの可能性

の分岐点はαと7の大きさに依存している．いま， r*E(O,r）であるから，

H1=l+rτ＊2-1/τ＊＋mとH2=H1+Clー♂）（2r♂＋1／τ＊2）が採択され， H1くO

かっH2>0で， 1(1－α）HiαHf I >12（打率3-1)(1-r*)/(2rr*4＋τ＊）H1 Iであれ

ば（つまり αが小さく， 7が大きい）， サドルであり， H1くOかっH2くOで，

I Cl一α）Hi，αH/1が小さいならば（つまり αが大きく， Tが小さい），源点であ

る．

以上より，ケース 1の場合，発展途上国が低開発の畏から離脱するためには

τを増加させ， τの範囲を変化させることが求められる．ケース 2の場合， τが

変化しないとすると， Tを大きくすることにより，低開発の民から離脱でき，

ケース 1のように，げをCr,1）の範囲に変化させることなしに離脱が達成さ

れる可能性が残されている.6 

4 おわりに

Azariadis and Drazen [1990］が提示した訓練技術関数の中にここで導入し

た学習効果関数と損失関数を組み入れると，彼らが指摘したようにある経済状

態のもとで訓練教育に時間を投入さえすれば低開発の畏から抜け出し，より高
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い発展段階を達成できるという結論は極めて脆いことが明らかになった．つま

り， r*>Oであっても訓練時間投資が少ない定常状態（τ＊ε（0,r)）は不安定

で，定常状態から訓練時間が少ない方向にはずれれば彼らが指摘した低開発の

民（つまり， τ＊ニ0）に陥る可能性があることが考えられる．したがって，その

低開発の畏に陥らないためには，時間投資を促進させるための何らかの政府の

支援や経済状態の改善，私的インセンティブを高めること，または教育訓練に

よる私的収益を高めることによってTを変化させることが必要であると考えら

れる．今後の課題として，ここで展開された安定性の検討はかなり複雑で，提

示された条件は必要条件に限られているために，低開発の畏からの離脱のため

の必要十分条件を示すことができず，また安定性の領域の区分けもここで提示

されたもの以上に精密のものが考えられるであろう． したがって，それらの必

要十分条件やその実証分析の問題が残されている．また損失関数もここで仮定

したものよりもより複雑なメカニズムを持っていると考えられ，より現実的な

ものを反映させる必要があるかもしれない．
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